
2022 年 8 月 26 日 
 

自由民主党「海運・造船対策特別委員会、海事立国推進議員連盟」合同会議 
～「海事産業の安全確保と競争力の強化を図るための施策実現に向けた 

予算編成および税制改正に関する決議」を採択～ 
 

一般社団法人日本船主協会 
 

自由民主党「海運・造船対策特別委員会（委員長：村上誠一郎衆議院議員、事務

局長：井林辰憲衆議院議員）、海事立国推進議員連盟（会長：衛藤征士郎衆議院議員、

事務局長：盛山正仁衆議院議員）」合同会議が 2022 年 8 月 26 日（金）13 時より、

自民党本部にて開催され、国会議員約 20 名、国土交通省海事局、3 つの自治体および

海事関係 5 団体が出席した。 
 
冒頭、村上委員長および衛藤会長から夫々挨拶があった後、盛山議連事務局長進行

の下、髙橋海事局長より、「民間武装ガードの乗船対象の拡大」、「令和 5 年度海事局

概算要求概要（予算・財投）」および「令和 5 年度海事関係主要税制改正要望概要」

について説明があった。 
 

   
 

 
続いて、2020 年に発足した海事産業を基幹産業とする自治体の首長で構成される

「海事産業の未来を共創する全国市区町村長の会」として出席した今治市長、舞鶴市

長および尾道市長から、また、海事関係 5 団体（当協会、日本造船工業会、日本中小

型造船工業会、日本内航海運組合総連合会、日本旅客船協会）から夫々要望事項の説

明があった。 
 
当協会からは池田会長および森重理事長が出席し、今年度末で期限を迎える「トン

数標準税制の延長」、「外航船舶に係る特別償却制度の拡充・延長」および「外航船舶

の買換特例の延長」について要望した。また、「海賊対策の強化」、「カーボンニュート

ラルやデジタルトランスフォーメーション推進に向けた支援強化」、「原油価格高騰に

伴う船舶燃料油価格への支援」、「雇用調整助成金の特例措置の更なる延長」について

も要望した。 
 
その後、意見交換が行われ、最後に、「海事産業の安全確保と競争力の強化を図るた

めの施策実現に向けた予算編成および税制改正に関する決議」（添付）が採択された。 
 
当協会は今後も引き続き、海運税制をはじめとする我が国外航海運の持続的成長に

必要な政策の実現に向けた活動を行っていく。 
 

以上 

村上海造特委員長 衛藤議連会長 池田船協会長 
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海
洋
国
家
で
あ
る
我
が
国
に
と
っ
て
、
海
運
・
造
船
を
は
じ
め
と
す
る
海
事
産
業
は
、
国
民
生
活
や
経
済
活
動
の
基
盤
で
あ
り
、

そ
の
役
割
は
極
め
て
重
要
で
あ
る
。
安
定
的
な
海
上
輸
送
を
担
う
海
運
業
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
や
ロ
シ
ア
に
よ
る

ウ
ク
ラ
イ
ナ
侵
略
の
影
響
下
に
お
い
て
も
、
我
が
国
の
物
流
と
人
流
を
支
え
、
ま
た
、
海
運
に
船
舶
を
供
給
す
る
造
船
業
・
舶
用

工
業
は
、
裾
野
の
広
い
地
域
密
着
型
産
業
と
し
て
地
域
に
雇
用
を
生
み
出
す
と
と
も
に
、
艦
艇
や
巡
視
船
の
建
造
、
修
繕
を
通
じ

て
、
我
が
国
の
安
全
保
障
に
大
き
く
貢
献
し
て
き
た
。 

一
方
、
本
年
４
月
に
は
、
北
海
道
知
床
に
お
い
て
、
多
く
の
尊
い
人
命
が
失
わ
れ
る
痛
ま
し
い
海
難
事
故
が
発
生
し
た
。
ま
た
、

昨
今
の
海
事
産
業
の
業
況
に
目
を
向
け
る
と
、
依
然
と
し
て
危
機
的
な
状
況
に
直
面
し
て
い
る
。
造
船
・
舶
用
工
業
に
お
い
て
は
、

引
き
続
き
中
国
・
韓
国
と
の
厳
し
い
競
争
環
境
に
晒
さ
れ
て
お
り
、
一
部
に
お
い
て
手
持
ち
工
事
量
の
回
復
が
見
ら
れ
る
も
の
の
、

鋼
材
価
格
の
高
騰
が
影
響
し
、
採
算
性
の
改
善
に
は
至
っ
て
い
な
い
。
外
航
海
運
業
は
、
短
期
的
に
は
高
い
利
益
水
準
と
な
っ
て

い
る
も
の
の
、
海
運
市
況
は
世
界
経
済
の
影
響
を
受
け
や
す
く
、
引
き
続
き
注
視
す
る
必
要
が
あ
る
。
内
航
海
運
業
に
お
い
て
は
、

長
引
く
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
の
影
響
に
よ
り
、
旅
客
輸
送
を
中
心
に
、
多
く
の
事
業
者
が
厳
し
い
経
営
環
境
に
置
か
れ
て
い
る
。 

こ
の
よ
う
な
状
況
に
お
い
て
、
ま
ず
は
、
小
型
旅
客
船
の
安
全
対
策
を
徹
底
的
に
講
じ
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
ま
た
、

日
本
の
経
済
活
動
を
足
元
か
ら
支
え
る
我
が
国
の
海
事
産
業
が
、
そ
の
高
い
技
術
力
を
も
っ
て
国
際
市
場
を
勝
ち
抜
き
、
再
び
世

界
の
ト
ッ
プ
に
立
つ
た
め
に
は
、
政
府
に
お
い
て
、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
や
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
の
推

進
、
自
動
運
航
船
の
実
用
化
、
経
済
安
全
保
障
と
い
っ
た
大
き
な
課
題
に
対
応
し
、
海
事
産
業
の
国
際
競
争
力
強
化
を
一
層
強
く

推
し
進
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

こ
れ
ら
を
実
現
す
る
た
め
、
令
和
五
年
度
予
算
編
成
及
び
税
制
改
正
は
も
と
よ
り
、
令
和
四
年
度
補
正
予
算
も
含
め
た
財
政
的

措
置
を
早
急
に
講
じ
て
以
下
の
事
項
に
取
り
組
む
こ
と
を
緊
急
に
求
め
る
。 

一
．
痛
ま
し
い
海
難
事
故
が
二
度
と
起
こ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
ま
た
、
利
用
者
が
安
心
し
て
遊
覧
船
を
楽
し
め
る
よ
う
、
重
層

的
か
つ
徹
底
的
に
安
全
対
策
を
講
じ
る
こ
と
と
し
、
そ
の
た
め
に
必
要
な
法
改
正
と
予
算
措
置
を
実
現
す
る
こ
と 

一
．
海
事
分
野
で
の
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
及
び
デ
ジ
タ
ル
ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進
、
自
動
運
航
船
の
実
用
化

に
向
け
た
支
援
策
を
充
実
さ
せ
る
と
と
も
に
、
海
事
産
業
強
化
法
の
活
用
な
ど
に
よ
り
海
事
産
業
の
競
争
力
・
事
業
基
盤
の

強
化
、
取
引
環
境
の
改
善
を
図
り
つ
つ
、「
船
員
の
働
き
方
改
革
」
の
推
進
を
は
じ
め
海
事
人
材
の
確
保
・
育
成
を
推
進
す
る

こ
と 

一
．
経
済
安
全
保
障
の
観
点
か
ら
、
安
定
的
な
国
際
海
上
輸
送
を
確
保
す
る
た
め
、
船
舶
の
国
内
生
産
に
係
る
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー

ン
の
強
靭
化
を
図
り
つ
つ
、
国
内
の
船
主
が
取
得
す
る
外
航
船
舶
に
係
る
特
別
償
却
制
度
を
拡
充
・
延
長
す
る
と
と
も
に
、

海
賊
対
策
な
ど
の
安
全
対
策
を
推
進
す
る
こ
と 

一
．
ト
ン
数
標
準
税
制
、
船
舶
に
係
る
買
換
特
例
制
度
、
内
航
船
舶
に
係
る
特
別
償
却
制
度
、
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
及
び
地

球
温
暖
化
対
策
税
の
還
付
措
置
を
そ
れ
ぞ
れ
延
長
す
る
こ
と 

一
．
造
船
業
に
関
し
、
国
際
的
な
造
船
市
場
に
お
け
る
公
正
な
競
争
環
境
の
整
備
、
新
造
船
発
注
喚
起
の
た
め
の
十
分
な
予
算
確

保
等
を
図
る
と
と
も
に
、
鋼
材
の
価
格
高
騰
に
対
応
す
る
た
め
、
官
公
庁
船
の
契
約
額
の
見
直
し
を
は
じ
め
、
船
舶
の
価
格

へ
の
転
嫁
が
円
滑
に
行
わ
れ
る
よ
う
環
境
を
整
備
し
つ
つ
、
鋼
材
の
調
達
多
角
化
に
向
け
た
調
査
等
に
取
り
組
む
こ
と 

一
．
内
航
海
運
業
に
関
し
、
今
年
度
下
半
期
に
お
い
て
も
、
燃
料
油
価
格
の
高
騰
が
内
航
海
運
事
業
者
、
船
員
教
育
機
関
に
甚
大

な
影
響
を
与
え
る
こ
と
の
な
い
よ
う
、
国
と
し
て
十
分
な
支
援
措
置
を
講
じ
つ
つ
、
地
方
創
生
臨
時
交
付
金
を
活
用
し
た
事

業
者
支
援
を
促
進
す
る
こ
と 

一
．
離
島
航
路
に
係
る
補
助
金
に
つ
い
て
そ
の
十
分
な
所
要
額
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
拡
大
に

よ
り
深
刻
な
打
撃
を
受
け
て
い
る
事
業
者
に
対
す
る
雇
用
調
整
助
成
金
の
特
例
措
置
の
延
長
を
は
じ
め
、
感
染
症
対
策
の
充

実
を
図
り
、
事
態
の
収
束
後
は
旅
客
船
需
要
の
喚
起
に
取
り
組
む
こ
と
。 

以
上 
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